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死亡災害発生に伴う労働災害防止対策の徹底について（緊急要請） 
 

 平素は、労働基準行政とりわけ労働災害の防止につきまして、格別の御理解

と御協力をいただき御礼申し上げます。 
 さて、当署管内では、２月に入り、仙台市内の事業場において、ビルの階段

で足を踏み外し転落した死亡災害と、利府町内の施設に設置されたエレベータ

ーの保守点検作業中に、エレベーターの釣り合いおもりと緩衝器の間に挟まれ

た死亡災害の２件の死亡災害が発生いたしました（死亡災害概要は下記のとお

り）。 
 災害の原因は、現在調査中ですが、いずれの災害も具体的なリスクを十分に

認識し、リスク低減対策が的確に講じられていれば、尊い命が失われるまでの

災害には至らなかったものと推察されるところです。 
 つきましては、貴団体の会員事業場に対して、労働災害の防止について徹底

を図るよう御周知いただくと共に、別紙を参考にし、適切にリスク低減対策を

講じていただき、特に、単独での諸動作及び作業開始にあたっては、『 一呼吸 』
を置いて作業に取り掛かるようご指導をお願いいたします。 
 

記 
≪死亡災害概要≫ 
 
 
 
 
 
 
                
 
 
 

 №１  
災害発生日時：２月１０日１７時頃 
業種：保険業、被災者の性別・年代：男性５０歳代 
災害発生概要：終業後、事務室の施錠をし、ビルの階段を降りる際、階段で足

を踏み外し踊り場に転落し、死亡した。 
 №２  
災害発生日時：２月２２日１６時頃 
業種：その他の事業、被災者の性別・年代：男性５０歳代 
災害発生概要：エレベーターを保守点検中、エレベーターの釣り合いおもりと

緩衝器の間に挟まれ死亡した。 

写 



階段からの転落・転倒防止対策 
昨年、階段に起因した休業４日以上の死傷者数は７７件で、うち階段からの墜落・転落

災害は５５件と、墜落・転落災害全体の２２．４％を占めております。階段からの転落・

転倒は、全業種で年代に関係なく発生しており、特に重症事故に繋がる危険性が高く、骨

折（３０件）に至るケースは半数を超えております。（平成２８年２月２３日現在速報値） 
つきましては、次の「階段の安全対策」を参考に点検され、転落・転倒による死亡災害

を繰り返すことのないよう適切な対策を講じてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                        
 
機械による挟まれ・巻き込まれ防止対策 
昨年、動力機械等（物上げ装置、運搬機械を含む）に起因する「挟まれ・巻き込まれ」

による休業４日以上の死傷者数は６７件と、挟まれ・巻き込まれ災害全体（９７件）の 
６９．１％を占めております。業種別では製造業が２８件（４１．８％）、建設業が１４件

（２０．９％）、商業が８件（１１．９％）の順となっております。特に、機械による挟ま

れ・巻き込まれ災害は重症事故に繋がる危険性が高く、骨折（３５件）に至るケースは半

数を超え、手指の切断までに至ったケースが８件（１１．９％）に達しています。 
つきましては、次の「主な機械の災害防止対策」・「機械の保守点検作業時・非定常作業

時の災害防止対策」を参考に点検され、機械には「絶対安全はない」ということを認識し、

挟まれ・巻き込まれによる死亡災害を繰り返すことのないよう適切な対策を講じてくださ

い。なお、機械作業に慣れていない作業者が含まれる場合は、しっかりとした作業手順書

等について安全教育を行い、これを必ず守らせてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〔 階段の安全対策 〕 
□階段手すりの設置。（手すりは両側に設けて更に安全性を向上させることが望ましい。） 
□階段ステップ先端への滑り止め材の取付 
□薄暗い中でも階段の段差がわかるよう照度の確保 
□階段に物を置かない。 
□耐滑靴を使用する。 
□急がず・走らず・～ながら歩行をせず。 

〔 主な機械災害防止対策 〕 
□囲い・覆い等の安全装置を設置し、有効に保持する。 
□そうじ・調整等の作業時は機械を停止して行う。 
□機械の稼働中は、危険な箇所に立ち入らないよう立ち入り禁止措置を行う。 
□危険な機械には、作業者の近くに非常停止装置を設ける。 
□関係者に対し、作業における危険性、危険を防止するための方法、作業手順等について

安全教育を実施する。 
〔 機械の保守点検作業時・非定常作業時の災害防止対策 〕 
□機械停止の作業を徹底する（突発的なトラブル処理作業時の安全確保）。 
□どうしても機械を止められない場合は、確実に安全に作業できる方法を取る。 
□不具合や故障が発生した場合の対応などについて作業標準を定め、労働者に周知徹底を

図る。 

別紙 



［ 関係団体送付先 ］ 

１ 一般社団法人 日本エレベーター協会東北支部 

２ 一般社団法人 東北ブロック昇降機検査協議会 

３ 公益社団法人 ボイラ・クレーン安全協会宮城事務所 

４ 一般社団法人 日本クレーン協会東北支部 

５ 公益社団法人 宮城労働基準協会仙台支部 

６ 公益社団法人 宮城労働基準協会塩釜支部 

７ 一般社団法人 仙台建設業協会 

８ 一般社団法人 宮城県建設業協会塩釜支部 

９ 一般社団法人 宮城県建設業協会名亘支部 

10 公益社団法人 宮城県トラック協会仙台支部 

11 公益社団法人 宮城県トラック協会塩釜支部 

12 公益社団法人 宮城県トラック協会仙南支部 

13 建設業労働災害防止協会宮城県支部 

14 陸上貨物運送事業労働災害防止協会宮城県支部 


